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「東京問題」への経済地理学的視角

藤 田 直 晴

1は じめ に

所 謂 「東 京 問題 」 は,今 日最 も顕著 な空間現 象の一 つであ る。経済地

理学 におい て も,こ の現象 は,多 くの本 質的 で重要 な空 間上 の問題点 を

内包 してい る ことか ら,積 極 的 に取 り上 げ られて きてい る。

それ らは,資 本主義 に内在 す る運 動法則 に則 した視点 に もとついて,

お もに二 つ の ア ブn－ チ として集約 す る こ とが で きる1)。一 つ は,「 集

中」・「集積」 に ともな う大都市 空間 の構造 的変動 に関す る研 究で あ る2)。

他の 一つ は,「 集 中」・「集積 」 と表裏一体 的 に展開 する 「外延 的拡大 」,

す なわ ち 「支配網 」の強化 拡大 に関す る もので,都 市 システム論 として

位置 づ け られ るべ き研 究 で ある3)。

経済 地理 学 におい て も,こ の二 つ の運 動 を統一 的 に把握 す るうえでの

重要 な視点 が地域経 済論,社 会学,地 方財政 学,都 市経 済論 な どの隣接

諸分 野4)にお いて提 示 され て きた ことに触発 ・啓 蒙 され る形 で,理 論 的な

整備 が図 られ て きた。 「国民経 済 の地域 構造論 」5),あ るいは近 年 わが国

において も重要性 を増 して きつつ あ る 「企 業の地 理学」 は その代表 的な

例 とい え る6)。これ らに も とつ く研 究が 蓄積 されて きた こ とに よ り,資 本

主義 的経 済空 間の編成 機構 が 動態 的 に説明 され る ようにな り,「 東京 問

題」 への経 済地理学 か らの理論 的 アプ ロー チが 可能 にな って きた7)。

本 稿で は,こ れ らの隣接諸 分野 を含 む主要 な成果 を援 用 しなが ら,陳

京 問題 」 の現代 的意味 を展望 し,空 間の ダイナ ミック ・モ デルを構 築 し
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てみ たい と考 えてい る。

2「 東京問題」への接近

『都市問題』第80巻 第10号(1989年)の 「全集の ことぼ」のなかに,

今 日の 「東京問題」 を考えるうえで,参 考 となるい くつかの視点が提示

されている。都市の経済は,こ れ まで 「国民経済の一構成部分 としての

み考 えられ,国 民経済の動態が,都 市 とい う空間で どのように現れるか

が,問 題 とされて きた」。一方 において,「経済活動の広域化 ・国際化あ

るいは情報化の進展が,都 市な どの地域 を,い っそ う部分的な意味 しか

もたせな くしている」 ようにみえるが,他 方では 「経済の国際化が,国

民経済や国家 の枠組 みを相対化 して,都 市 な どの地域の機能 をクロー

ズ・ア ップさせる可能性」について,J.ジ ェイコブスの 「国民経済の動態

が,都 市の経済 を決めるのではな く,都 市経済の盛衰が,国 民経済の盛

衰 を決める」 というあらたな視点をもった仮説 として紹介 しなが ら論ず

る。

ここでの認識は,世 界 システム化 ・ボーダーレス化が急速に展開する

なかで,「 国民経済」や 「地域経済」 というような既成 の 「領域化」され

た空間のレゾン ・デー トルの再検討が不可避的になってきた現代段階の

空間現象 を理解する際 に有効 となる。国民経済が,そ れを内部的に構成

す る地域経済 に比べて,よ り高い独 自性 を維持 していることは否定でき

ない としても,次 第に相対化 されつつある存在であることに変わ りはな

いのである。

一方で,「EC」 や 「NAFTA(北 米 自由貿易圏)」に象徴 されるように,

欧米先進資本主義諸国 において国民経済の空間的枠組 を超 えた新たな空

間システムを構築 しようとする動 きがある。 また,他 方では,例 えば,

近年ではバル ト3国 に代表 されるように,民 族主義 をベースに した移 し

`い数の国家(小 国家)の 建設 とそれ らの併合 ・合体が歴史的 に繰 り返さ
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れて きてお り,「 一 国民 を単位 に して,同 一の貨幣 ・財政 ・金融制度 おび

同一 の経 済政策 や社会制 度 の も とに運営 されてい る経済 」7)として,こ れ

らす べての 国民経済 を,「 独 自な」経 済循環 を もつ枠組 み として,一 義 的

に一括 把握 して しまう ことは形式 論的 に過 ぎる といわ ざるを えない。

現行 の国 家の なかに は,か って他 の 国家 に併 呑 され,歴 史 的 に 「地 域

経済 」の経験 を もつ もの も少 な くな く,こ れ らの 「国民経済 」が,か っ

て の 「地域経 済」 の時代 に比 べて どれ ほ ど経 済 システ ム としての相対 的

独 自性 を獲得 しえてい るのであ ろ うか,と い う点 に疑 問 を もた ざるをえ

ないので あ る。 また,国 民経 済 を 「資本 主義的再生産 の展 開がつ くりだ

す一 つの有機 的 な統 一的経済 諸関係」8)として捉 え るな らば,わ が国 にお

いて さ えも,国 民経 済が一 つの経済 シス テム として どれ ほ ど相対 的 に独

自な存在 で あ りえるの か とい う点 につい て,疑 問 を もたざ るをえな くな

るの であ る。

この こ とは,一 国資本 主義 に も とつ いて の空 間の 「一般 理論化」が成

り立 ち うるの か,と い う問題 に直接結 び ついてい る ことか ら,き わめて

重 要 であ る。「資 本主義 は最初か ら世界経 済 の問題 で あ って国民 国家 の問

題 で はない。20世 紀 にな って初 めて資本 主義が 『世界 的拡が り』とな っ

た と主張 す るこ とは事 態 を見誤 ってい る」,とい う1.ウ ォラー シュタイ ン

による これ までの マル クス経済学 批判 の なか に,こ の問題 を考 えてい く

際 の一 つの道標 が示 され ている ように思 われ る9)。

1.ウォー ラー シ ュタイ ンは,「 世界 的 な拡 が りを もつ とい う資本制 的生

産様 式 の傾 向は次 の よ うな事実 を通 じて明瞭 とな る。種 々 の国民経済 の

グル ー プ構成 が,帝 国主義的極 と従属 的極 を含 む複 合的で階 層的な構 造

を形成 してい る こと,ま た異 な った 『国民経 済』 あ るい は異 な った国家

の間 に敵対的 関係が発 展す る こ と,さ らに また巨大 資本 に よって 『国民

的限界 』が絶 えず 『超越』されてい る こと(『 国際 的巨大資本』,『世界企

業』 等の形成)を 通 じてで あ る」 とい う従来 のマ ル クス経済学 の立論の
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一般的図式を 「アルギ リ・エマニ ュエルの論議 に対 してのシ
ャルル ・ベ

トウ レームの反応」 と言 う形で明示 したうえで,「 資本は資本主義世界

経済内の国民的境界によってその野望を限定 させてお くことは決 してな

かったという事実,ま た,『 国民的』障壁の創出一包括的に言えば重商主

義 一は歴史的にみるとシステム内の勢力の頂点 より一段下の水準 にある

国 ぐにの資本家の防御機構 であった とい う事実 を無視 している」 と批判

する。

しか し,資 本主義が原理的に世界経済の形成 を前提 とす るものである

ことは自明 として も,こ の批判 により,は か らず も国民国家が歴史的過

程で一定の役割を果た したことが明 らかにされ る結果 となったの も事実

である。少な くとも現代段階においては,国 民経済レヴェルでの空間理

論の一般化は一定の意味 をもつもの として も,反 面では絶 えず一定の限

界性 を内包 したものであることを確認 してお く必要がある。

こうしたなかで,世 界経済への発展の契機 を,都 市経済の発展 ・成長

に求める考 え方 をさらに内実化 しようとする研究 も現れて きた。安東誠

一は,「東京問題」に注 目しながら10),都 市を経済 システム として捉 え,

国民経済や国家 という枠組の相対化 と都市 という経済 システムが もつ潜

在的力量の浮上 に関するJ.ジ ェイコブスの仮説を次のように評価 する。

「経済の成長や衰退を決めてい くのは,『国民経済』 とい う経済単位 の働

きではな くて,都 市 という経済単位の もつメカニズム,と りわけ輸入(移

入)代 替の働 きによる」 もの,さ らに具体的にいうな らば 「発展する都

市が もつイノベーションや多様 な産業の連関,多 様な仕事・職種の創出,

周辺地域の産業への市場創出 と提供,資 本の蓄積 という創造的な経済活

動を連鎖的に生み出して くるメカニズム」であり,「そうした都市 をもつ

か どうかが,結果的にある国の経済の盛衰を規定する とい うのである(決

してその逆ではな くて)」 とい う指摘 どお り,「グローバル化の中で国民

経済の枠組みが緩やかになるとともに」,「いっそう具体的な姿をとって
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眼前にあらわれつつある」 との認識 を示す。

しかし,現 実 には 「都市経済 の姿 は,ジ ェイコブス氏のえがいた構図

とは大 きく隔たっている」。なぜなら,「世界経済の構図は,世 界都市を

頂点 とした垂直的な階層構造」を強めてきてお り11),「多数の自立的な都

市圏群の水平的なネッ トワーク」,「都市経済は,都 市 を舞台に展開する

(都市の構造 を少数で決めてしまうことのない)き わめて多数の経済主体

によって奏で られ る(特 定の指揮者のいない)交 響曲」 というような,

「創造性のある中小企業をモデル的 な経済主体 にしたユー トピア的」な色

合いをもつ 「都市経済の水平的なネ ットワーク」の形成が,「大規模 な多

国籍企業による企業内世界分業的な生産 システムの形成や巨大な資金の

流れ」のなかで,い っそう困難な状況になってきていることを指摘する。

このような,都 市経済 と世界 システム との接合の契機については,島

恭彦の地域的 「不均等発展論」において,す でに1950年 代 に示されてい

る。島は,『現代地方財政論』12)において,「経済学は従来独 占資本主義の

段階に於 ける不均等発展の問題を とりあげて来た。それは資本主義発展

の国際的な連関に於 ける特性 でもあり,産 業部門間のそれで もあ り,ま

た都市 と農村 との経済発展 にみられる特徴で もあった」 と論 じ,国 際的

連関 とそれが 「都市,特 に首都は国民経済全体の計画化を実行する場所

ではな く,国 内的な不均等発展 を国際的不均等発展に,内 的支配従属関

係を国際的な支配従属の関係に直結 させ る役割 を果たす場所になる」 と

して,独 占段階の首都の支配的機能 と拠点的役割 をえが きだしている。

ここでは,ア メ リカ合衆国のように,首 都 と首位都市が異なる場合,首

都 と言 う形で一般的に論 じられない面 もあるが,ま さにJ.ジ ェイコブス

のいう 「発展する都市」が首都東京 とするならば,わ が国の国民経済が,

首都 を軸にして,そ の後大 きな発展 を遂 げてきた ことは周知の事実であ

る。

このような首都東京の発展状況については,地 理学分野のみでも,す
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でに多 くの実証研究13)が積み重ね られてきているが,「 東京問題」的な視

点を含む研究 は必ずしも多 くない。 この点に関する近年の地域経営論 に

おける塩見譲の見解は示唆に富 むω。「産業のソフ ト化,脱 工業化の時代

となった昭和50年 代後半以降,企 画,研 究開発など高付加価値の頭脳部

門は必然的に大都市 に集中 し,な かで も国際的,情 報都市である東京 に

集中する傾向が顕著 になってきた。特に,金 融都市 としての東京の役割

の高 まりか ら,経 済中枢機能,国 際情報,金 融機能の集積が加速化 され

ている。他方,大 阪,名 古屋な どの大都市は相対的地位 を低下 させ,そ

の他 の広範な地域 で新たな衰退 と過疎化が進展 しつつある」という指摘,

さらに 「同 じ日本 のなかで,"東 京国"と"地 方国"と いわれ るほ どの格

差が広がっている」 という指摘 は,今 日いわれ る 「東京問題」が都市問

題 あるいは大都市問題 に関するこれ までの議論の単純な延長線上に位置

づけられるべ きものではな く,東 京が 「世界都市」 という新たな発展段

階に到達 したことに ともない,必 然的に現出 した新たな次元の問題 を包

摂 して発現 した ものであることを明示 した ものであ り,注 目に値 する。

3「 東京問題」の都市発展段階的把握

現代都市は,近 代 における工業集積 をその発展のエネルギー として き

た ことは,一 般的に指摘 されているとお りである。 日本資本主義の発展

と東京の支配的地位の確立について,森 滝健一郎15}は,「その歴史的起源

は,第 二次世界大戦期」であるが,そ れ以前の 「第一次世界大戦中,日

本資本主義が重化学工業化を大 きく進め独占資本主義へ と到達 したのに

ともなって,四 大工業地帯」が明確に浮かび上がるが,こ のうち 「京浜

(東京 ・神奈川)・ 阪神(大 阪 ・兵庫)の 工業集積規模 は他 の二地域 をは

るかに引 き離 し」,基本的にこの「二大中心地 を要 として」,いわゆる「「二

眼 レフ型」あるいは 「楕円型」 といわれる地域構造が形成 された」 こと

を明 らかにする。しか も,こ の段階では,「阪神の方が工業生産 に関する
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限 り京 浜」を凌 いで いた。 しか し,「 第二次大戦 を迎 え,機 械 工業 の ウエ

イ トが相対 的 に高 く」,「軍 需工業 の重点的 な育成 の場 とな った京浜 」が,

この工 業 の集積規模 において も阪神 を追 い越 し,そ れ までの 『政治 は東

京,経 済 は大阪」 と言 われて いた両 者の関係 を 「政 治 も経 済 も東 京」 と

い う,い わ ゆ る東京 への一極集 中的構造 の形 成 プロセス を明 らか に した。

この よ うに,国 家主 導の もとに,合 目的 に進 め られた一極集 中型構 造

強化 に向 け ての地域 再編 は工業部 門のみ に とどまる もので はな く,経 済

的 中枢 管理機 能 の東京集 中 ・集積 とそれ を軸 に展 開 した地 域再編成 の方

が.む しろ顕著 で あ った の こ とは周知 の通 りで ある。と りわ け,「 大企業

を中心 に,そ の本社 機能 の東京 への集 中」は著 し く16),この ことが空間上

きわ めて大 きな意味 を もったので ある17)。

東京へ の この集 中 ・集積 の段 階 は,K.セ ンプル&A.フ ィップスの 「都

市 と本社 立地 」に関す る発 展段 階 モデル18}に則 して考 えてみ よ う。このモ

デル は,大 陸 的 スケール を もった国家 を念頭 にお き,成 長段 階 を4つ に

分 け る。そ して.こ の理論上 の 国家 は,各 々4つ の中心都市 を もつ3つ の

地 方 に よ り構 成 され,そ れ ら中心都市 には特 定 の経済部門 の多数 の企 業

本社が 立地 す る こ とを想定 す る。

その内容 につ いて説 明す るな らば,以 下 の よ うな もの とな る。 国が発

展す るにつれ て,第1段 階 で は,本 社 は1つ ない し2・3の 中心都市 に集

中 す る。第2段 階 で は,本 社 は旧来 の核 心地 域外 にあ る地 方 中核都市 あ

るい は核心地 域 内部の1な い し2ラ ンク下 位の都市 に分散 す る。 国が成

熟 す るにつれ て,第3段 階 で は,本 社 の分散的立地 はどの地方 で もさ ら

に進 み,ま た地 方内部 では郊 外,衛 星都 市,あ るい は他 の都市地域 への

分散 を示 す。 そ して最終 の第4段 階で は,本 社立 地の うえか らみて,支

配的 な地方 中核都 市 あ るい は国家 的中心都市が存在 しない,理 想 とされ

る状 態 に到達 す る,と い う もの であ る。現在,ア メ リカ合衆 国は第3段

階 にある こ とが 指摘 されて いるが,こ の モデルに よる と,わ が国の状況
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は ヨー ロ ッパ諸 国や カナダ と同様 に第1段 階 に とどまってい る。

この都市 の発展段 階 モデル は 」.ジェイ コブス と同様 に,「 一極 集 中性 」

か ら集 中のな い 「平 準化 」 され た空間 への成長 過程 を理論 的 に展望 した

もの として意味が あ る。 わが 国にお け る 「東京 へ の一極集 中」 も,基 本

的 に は,一 つの発展段 階 を具示 す る空 間現象 で あ り,よ り高次の段 階へ

移行 す るなか で分散 の傾 向 を強 め て くる ことを必 然 としてい るわ けで,

か な りの程 度 この図式 に沿 った理解 が可 能 とな るで あろ う。 この鍵 にな

るのが,東 京 に立地 す る こ とに よる 「効 果」 と立地 す るこ とに付随 して

発生 す る 「社 会的諸 費用 」の関係 とが,ど の よ うな相 対 的変化 を示すか

であ る。

大 西隆 は,「 オ フ ィス立地 の新展 開(1)～(12)」 に おいて,オ フ ィスの

立地 動 向に関 す る興 味深 い報 告 を してい る。 基本 的 に,東 京へ のオ フ ィ

ス集 中 は,世 界 の主要大都 市 と比較 して も特殊 で はな く,き わ めて共通

性 の高 い空間現象 で あ るこ と,同 時 に これ は不動 の傾 向で もな く,ニ ュ

ー ヨー クの よ うな分散傾 向 を強 め る可能 性 も大 きい
。 この契機 が,空 間

的 な制約 と社 会経済 的費 用 の上昇,あ るいは制度 的 な抑制 ・誘 導,技 術

革新 と進歩,労 働市 場 の変化,労 働 者 の価値 意識 の変化 と企業 の対応 と

い った社 会経 済 的環境 の変化 に よ り,分 散 に向 かわ ざ るをえないで あ ろ

うこ とを明 らかにす る19)。

これ も,基 本的 には 「平 準化 モ デル」 の文 脈 に沿 う もの であ る。 アメ

リカ合衆 国 におけ る本社 立地 に関 す る先 験 的事例 は,わ が 国 にお ける「フ

ェイス ・ツー ・フェイス ・コ ンタク ト」 や 「情報収 集 」 とい った こ とを

「集 中・集 積」要 因 として,あ るい は 「接 触 の利益 」が 巨大 都市 にお いて

のみ享受 可能 であ る とい う 「通 念化」 され た考 え方 に対 す るア ンチ ・テ

ーゼ を提 示す る もので あ り
,「 東京 問題」を世 界史 的発展 ダイナ ミズムに

おいて把握 してい く際 の手が か りを与 えて くれ る もの であ る。
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4首 都東京の巨大化メカニズム

現代都 市 を特徴 づ け る最大 の要 因 として,[都 心空 間の業務化 」2のを上

げる こ とが で きる。特 に,東 京 の都 心業務化 は,第1に,世 界的 な大企

業 ・大金 融機 関 の本社 ・支店 の集中 ・集積 を軸 に進 む21)。第2に,国 内的

な企 業 ・金融機 関 の本 社 ・支所 の集 中 ・集積 を軸 に進 む。第3に,資 本

の活 動空間 と して制度 的条件整備 を図 る国家行財 政機関 お よび国際諸機

関 の集 中 ・集 積 を軸 に して進 む。 こうして,首 位都 市 は,ま さに他 の都

市 に比べ て,突 出 した業務 空間 を形成 す る。 東京 は,そ の意味 で典型 的

都 市 とい える。

この,い わ ば 「中枢 管理機 能」 は,そ れぞれが個 々に強大 な ピラ ミッ

ド型組織 を もち,国 内お よび世界 の津 々浦々 に支配 の網 の 目 を張 りめ ぐ

らす ことによ って,広 大 な空間 を包摂 し,そ の頂点 に位 置 して,そ の空

間 を合 目的 に組織化 し,編 成す る役割 を果 た してい るので あ る22)。この よ

うな,「 集積 ・集 中」 と 「外 延的拡大」 とい う,資 本 の空間運 動の統一的

把握 に関 して,こ れ まで に多 くの理論 的体系化が試 み られ て きてい る。

竹 内正 巳23)は,「 本 社機構 な ど管 理中枢機構 の地 域的集 中」と 「国民経

済 の地域 循環 」 との関 わ りにつ いて,「 二 つの経 済循環 の層」 を認 める。

一つ は国民経 済 レヴ ェルでの「大 きい経済循 環」(=大 企業 の層)で あ り,

もう一つ は地域経 済 レヴェルでの 「第一次 の経済 循環 」(=「 農業や 中小

企業 層の循環 」)で ある。 「大 きい経済循環 」を担 う大 企業 は,「 全 国的 に

支店,分 工場,出 張所 」,あ るいは 「投融 資関係会社 」や直接 的 ・間接 的

な多 くの 「系列企業」 を通 じて,全 国的 な活 動 を行 ってい るのであ る。

こうした,企 業 内分業 の進展 に ともない,「 生産 や取 引」 と 「取引決済 」

の空 間分離 が起 こ り,多 くの場合 「法人所得 は本 社所在地 で計 上」 され

る こ とか ら,「生産 の場 所でお さえられた発生所得 と,帰 属 の場所 で おさ

えられた分配 所得 」の間 に乖離 が生ず る。特 に,東 京 の場 合 には,こ れ
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に 「中央集権的 な国家行財政機構」が加わ り,そ れ と結びつ く企業活動

も強 く,総体 として全国的な支配 の拠点 をなす ことを明 らかに している。

島恭彦24)は,「生産諸力の地域的不均等の問題」の背景 にある 「独 占資

本の支配を基礎 とする地域的支配 と従属の関係」に注目する。いうまで

もな く,「現代 における資本 の支配」は 「金融資本の支配」の形態 を取 る

ことか ら,「生産諸方の地域的不均等」よ りも,「資金や所得の分布の地

域的不均等」が,必 然的に明確に浮かび上が って くる。 この結果,「 一地

域の生産額 はその地域の住民の所得や資本の蓄積 と比例 しない」 ことが

問題 になって くる。この ことは,「生産がその地域 の住民の資本によって

営 まれ る程度が大であれば,そ の相関性は大である」が,「生産 の集中以

上 に資本の地域的集中が進 み」,こ れ と関連 して「金融機関や財政機構を

通ずる資金の集中」 と 「地域間の商品の不等価交換」が行われることに

より,両 者の乖離が一層進む と論ずる。こうしたなかで,「大都市の所在

する府県がその他地域か ら流入す る所得」 に支 えられていること,こ の

傾向が 「特 に東京 において顕著」であることを明 らかにする。

このような地域的集中を生起 させ る装置 として,「第一に会社資本 と生

産 との地域的乖離」,「第二に所得その ものの種別」,「第三に銀行資本の

集中」,「第四に財政機構」をあげる。その結果,「 資本金額 の集 中度が生

産額のそれよりも遙かに高い地域 として東京 と大阪」が浮かび上が るこ

と,さ らに 「大資本の東京,や や劣 る程度 において大阪への集中 とその

全国的な支配」が明 らかにされる。給与所得に比較 して,「法人所得 とな

ると,東 京 と大阪への集中が目立って くる」。 また,「金融機構 は極めて

中央集権的 に構成 されてお り,そ の預金 と貸出を通 じて地方か ら資金を

大都市に集中する役割」を果た している。 この点において も,「東京 と大

阪への集中はきわだっている」。特 に,「貸出の集中の方が預金のそれよ

りも高 くなって」お り,大 企業が資金調達 を図るために東京 ・大阪に集

中 ・集積 して きている状況が示 されている。
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さらに島氏は,「銀行 を通ずるこの資金の集中は極めて徹底 し」てお り,

「東京,大 阪の大都市 においては預金,貸 出共に中央の2,3区(東 京で

は千代田区,中 央区の両区,大 阪では旧東区に集中」(傍 点筆者)し てい

ることを明 らかにする。 また 「財政資金の集中」は,「金融機関 を通ずる

資金の集中 よりももっ と徹底」してお り,「資本の集中および支配が財政

機構 をも媒介 として農村経済の末端 にまでおよんでいる」として,「経済

の地域的不均等性」は,「独 占段階,特 に一般的危機下に激化する不均等

発展の一つの発現形態」であ り,「少数者への富の集中と国民の大多数の

窮乏化」,こ の地域的発現形態 としての「少数の大都市の繁栄 と農村 を中

心 とする大部分の地域の停滞 と荒廃」 という対立の構図を浮 き彫 りにし

ている。

矢田俊文25)26)は,竹内 と島の所論のもつ問題点 を指摘 しつつも,それ ら

の立論 を全体 として評価 しながら,経済地理学の体系化プランとして「国

民経済の地域構造論」を提起する。「国民経済の地域構造 とは,一一国の国

民経済 における地域的分業体系」の ことであ り,「再生産構造 によって基

本的に規定 される」。「この再生産構造 と地域構造を媒介するものが,再

生産構造 をになう各産業部門および諸機能の立地 ・配置」である。「この

立地・配置」は,「素材的(使 用価値的)側 面」 と 「価値的側面」があ り,

前者の中核 には 「生産立地体系」が形成され,こ れを基礎にして流通体

系が形成 される。さらに,「生産および流通を管理統括する機能の立地・

配置」,特 に 「国家独占資本主義 とよばれる現代 においては,本 社・支社

の立地は もとより,国 家機構や金融機関の立地 ・配置が決定的に重要 と

なる。 つまり,こ の中枢管理機能の立地体系が生産立地体系および流通

体系の中枢 に位置する」 こと,さ らにこれ らに消費財およびサー ビス産

業の立地 ・配置に加 えて,素 材的側面の立地 ・配置体系の確立 とする。

他方,「 価値的側面」は,「生産部門で創出された 『価値』の地域的循

環」を意味 し,具 体的には 「1)独占的大企業の支配す る大工業地帯によ
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る農林水産業地域や中小企業の卓越する地方工業地域からの独 占利潤原

理に もとつ く『価値収奪』,2)本 社の存在 する巨大都市 による工業地域か

らの『利潤の移転』,3)金 融機関による余剰,遊 休資金の地域的集中 と再

配分,4)国 家機関による租税な どの財政資金の地域的集中 と再配分」 と

いう,4つ のパイプを通 じて展開する。

そして,国 民経済 レヴェルでの展開を「大規模な地域的循環」,そ れ よ

り小 さなスケールで相対的にまとまりをもって展開 している,い わゆる

「中規模 ない し小規模 な地域的循環」について 「経済地域」ない し 「経済

圏」 を捉 える。「東京問題」 との関わ りでいえば,「個別の生産過程 にお

ける生産管理機能 は当該立地地点」 にある として も,「経営が大規模化
♪

し」,「異 なった地点に複数の同一の生産過程」をもっていた り,「同一の

生産過程のなかでの分業工程が異なった立地」 を示す ような場合,つ ま

り「経営内の分業が地域的に離れて行われる」ような場合,「 それ らを全

体 として統括 する機能=経 営内の中枢管理機能の立地地点 も個々の生産

過程か ら自立する」。 ここで,「 原材料の調達,経 営内分業の有機的結合

のコン トロール,経 営全体の労働者の統一 した管理,製 品の販売対策,

さらには資金調達,投 資戦略」な ど 「経営全体の意思決定が行われ る」。

さらに,こ の ような経営全体 の意思決定の場 としての「現代の大都市は,

産業資本の確立期か ら営々 と築かれてきた工業の巨大な集積 をベースに

して,国 家独 占資本主義段階においてとくに強化 された国家機構 ・金融

機構 ・大企業本社 などの中枢管理機構の集積および卸 ・小売 ・サーヴィ

ス業などのいわゆる第三次産業の集積によって,ま すます巨大化かつ複

雑化」 してきていることが指摘 される。

このように,国 民経済 とい う空間的枠組 を立論の前提 とする竹 内 ・矢

田に対 して,島 の不均等論は,国 民経済の空間的枠組 の重要性 を認識 し

つつ も,「帝国主義j膨 張をその視座にもっている。3者 の論旨には,こ

のように本質的な視点 ・視野 という意味において,違 いが存在するが,
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「発展段 階」や 「資本運 動 の空 間的発現 形態」 に関す る認識 において は,

相互 にかな りの程 度 の共通性 を もって い る。特 に,「 東京 問題 」への視 角

として,首 都 の役 割 ・機能 と集 中 ・集積性 の問題,こ れ と一体的 に進行

す る東京 を軸 に した支配 ネ ッ トワー クの拡充 と空間 の編 成機構 について

は,か な り共通 した体 系 を示 してお り,大 変 興味深 い ものが あ る。

さて,東 京 の 「超大都 市」 として の性格 は,金 融機 能 におけ る卓越 性

の み に とどまらな い。 巨大 な工業 生産基地 としての性 格 を今 日おいて も

維持 して いる こ とで あ る。工業 生産 に関 して は,全 国 に対 す る地位 を相

対的 に低 下せ しめて きて いる ものの,東 京23区 の レヴ ェルで みて も,全

国市 町村 の なかで,依 然 として最大の拠 点 を形成 ・維 持 してい る ことに

は変 わ りないので あ る。

事 業所数 をみ る と,総 事 業所 数 の対 全 国比 は1960年 の14.3%か ら一

貫 した低下 を示す が,実 数 は1970年 の51,886ま で増加 を示す。その後,

実数 ・構 成比 と もに減 じ,1990年 には対 全国比 の8.4%に あた る36,481

に まで減 少す る。 これ を従業 員規模300人 以上 の いわ ゆる大事 業所 でみ

る と,そ の絶 対数 と構成比 はさ らに急速 に減 少す る。た とえば,1960年

には,全 国計2,833の うちの13.6%に あた る385が 東京23区 内に立地

し,こ の数 は第2位 の大 阪市165を 大幅 に上 回 っていた。これが1990年

には全体 の3.1%に あた る119と な り,第2位 にな った横浜市 の76を 上

回 り,依 然 として最大 の集 積量 を示 して い る。大 阪市 は,こ の時点 で第

3位 に転 落 して いる。

製造 業 品 出荷 額 の推 移 をみ る と,東 京23区 の対 全 国比 は1960年 の

14。5%か ら1970年 の8.9%,1980年 の5.7%,1990年 には4.4%と 一貫

して低下 して きて いる。 しか し,依 然 として絶 対額 におい ては増加傾 向

を示 し,な おその金額 にお いては第1位 を 占め,わ が国お いて最 も活発

な生産 力地域 をな してい る。1980年 まで第2位 で あった大 阪市 は,1960

年の8.2%,1970年 の4.5%,1980年 の3.1%に 低下 し,1990年 には豊
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表1.大 事業所数 ・製造業品出荷額上位50都 市の地方構成 とその変化

1960年 1970年 1980年 1990年

北海道

東北

北関東

首都圏

甲信越

北陸

東海

近畿内陸

近畿臨海

中国

四国

九州

1(1)

2(1)

2

5(2)

1(1>

4(3>

12(3)

1(1)

11(3)

6(2)

2(1)

3(2)

2(1)

O

l

5(3)

1(1)

3(2)

12(2)

2(2)

11(3)

7(2)

2(1)

4(2)

1(1)

2(1)

2

10(2)

2(2)

2(1)

13(1)

1(1)

12〈2)

4(1)

0

1

1(1)

0

2(1)

11(3)

1(1)

1(1)

10(2)

1(1)

15(3)

5(2)

1

2(1)

0

3(1)

3(2)

10(2)

1(1)

3(2)

12(1)

1(1)

11(2)

4(2>

0

2(1)

1

1(1)

2

13(3)

1(1)

1(1)

11(2)

1(1)

12(3)

5(2)

0

2(2)

0

4(2)

6(2)

12(2)

0

2(1)

11(1)

1(1)

8〈2)

4(3)

0

2(1)

0

1(1)

4(1)

15(3)

0

0

13(2)

1(1)

10(3)

4(2)

0

2(1)

全 国50(20)50(19)50(12)50(16)50(16)50(15)50(15)50(14)

注)各 年次の左構は大事業所数,右 欄は製造業品出荷額

資料:通 産省 『工業統計表』

田市2.6%に 越 され て第3位 とな り,そ の シ ェアは2.4%に 落 ち込 む。

1960年 か ら1990年 の間の,人 口10万 人 以上 を有 す る都市208市 の う

ちの事 業所数 ・製 造業 品出荷額 上位50位 まで の都市 の入れ替 わ り状 況 を

み る と(表1を 参 照),わ が国の産業構 造が 急速 に変化 す るなか で,都 市

間関 係が再編 され て きてい る ことが鮮 明 に映 しだ され る。大 事業所 の立

地 数 にお いて,1960年 には50位 以内 であ ったが,1990年 には100位 以

下 に転落 した都 市 をみ る と,三 鷹 ・足利 ・一宮 ・岐阜 ・和歌 山 ・徳 島 ・

長 崎 の各都市 で あ る。これ に準 ず るよ うな減 少 を示 したのは新潟 ・福 井 ・

清水 ・東大阪 ・西宮 ・福 山.・下関 な どで あ る。逆 に,100位 以下 か ら50

位 以 内 に上昇 した都 市 は狭 山 ・相模 原 ・秦野 ・大和 ・川越 ・市原 ・前橋 ・

太 田 ・小牧 ・鳥取 の各 都市 で あ り,宇 都宮 ・小 山 ・平塚 ・安 城 ・門真 ・

大 分 が これ に準 ず る。

これ を製造 品出荷額 で み る と,室 蘭 ・大 津 ・宇部 ・新 居浜 ・久留米 の

各 市 が50位 以上 か ら100位 以下 に,ま た新 潟 ・金沢 ・一 宮 ・大垣 ・西宮 ・
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呉 ・徳 山 ・下 関が これ に準 ず るよ うな低 下 を示 した。逆 に,100位 以下 か

ら50位 以上 に上昇 した都市 は狭 山 ・藤 沢 ・相模原 ・座 間 ・市原 ・宇都宮 ・

太 田 ・小 山 ・小牧 ・枚 方の各市 を筆頭 に,府 中 ・小 田原 ・安城 ・鈴鹿 ・

大 分 とな る。

この よ うな再編 成 の結 果,50位 以上 の都 市数 の地 方別構成 で は,首 都

圏が1960年 の5か ら1990年 の15に,ま た北関東が1か ら4に,東 北 ・

東海 が 各1市 増 とな る。 逆 に,北 陸 ・中国で3市,九 州で2市,他 の地

方で1市 減 とな る。 この ように,成 長産業 を軸 に都市 間の再編成 が急速

に進 め られて きてお り,工 業生産 の主力地 域が,旧 来 の工業地域 か らさ

らにその外側 に移動 す る傾 向2ηと,そ れ よ りはるかに顕 著 な形 で東 京大

都市圏 の外縁 部 に集積 して きて いる傾 向が捉 え られ る。

「金融 の集 中」は,よ り東京一極集 中化傾 向が強い28}。都 市銀行(二 大

都市 に本 店 を置 き,全 国的 な営業 エ リアを もつ大銀 行,1985年 に は13

表2.都 市銀行の資金調達 と運用の地域的展開

東京本店行 大阪本店行 都市銀行計

東京23区

大阪市

預 金

貸出金

預 金

貸出金

1984年1992年

396,153675,241

(35.1)(35.3)

433,486832,179

(50、8)(43.5)

59,13581,625

(5.2)(4.3)

75,935122,327

(8.9)(8.8)

1984年1992年

112,697220,565

(23.4)(25.5)

128,407271,073

(26.6)(31。3)

86,038127,138

(17.8)(14.7)

89,347159,817

(26.1)(20.7)

1984年1992年

549,062949,870

(30.2)(30.8)

611,4261,198,535

(33..6)(38.9)

151,263216,510

(8.3>(7.0)

175,746302,727

(13.1)(11.1)

その他

共全国

合 計

預 金

貸出金

1,129,2231,911,519

(100.0)(100.0)

854,0391,395,324

(100.0)(100.0)

482,432865,135

(100.0)(100.0)

342,076773,0881,

(100.0)(100.0)

1,819,8383,084,407

(100.0)(100.0)

340,7952,736,541

(100.0)(100.0)

注)()内 は東京本店(6行),大 阪本店(3行)都 市銀行の資金調達・運用 上の東京・

大阪の全国に占める割合を示す。単位 はパーセ ント。

資料:全 国銀行協会連合会 『金融』・同 『全国銀行財務諸表分析』
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行,1992年11行)の1985年 と1992年 の総 預金量 は,全 国銀 行(同 じ く

87行 と85行)の59.9%と58.9%を 占め る。都市銀 行が 東京23区 にお い

て吸収 す る預金 は対全国比 お よそ30%強 で あるが,貸 出金 で は4割 か ら

4割5分 を占め る(表2を 参 照)。 大阪市 の対全 国比 をみ る と,預 金 が8.

3%に ら7.0%に 低 下 し,貸 出金 も13.1%か ら11.1%に 低下 を示 す。これ

に よ り,東 京23区 の預金 と貸 出金 の差 はお よそ6兆 円か ら25兆 円に,

また大 阪市 は2.5兆 円か ら9兆 円弱 に拡大 す る。大 阪本 社 の都 市銀行 の

場 合,東 京へ の シフ トを強 めて きてい る。 た とえば,住 友銀行 は,か っ

ては預 金 ・貸 出金 とも大 阪市 が最大 の シ ェア を占め ていたが,1970年 頃

を境 に まず貸 出金 シェア にお いて,1970年 代 の終 わ り頃 か ら預金 の シ ェ

ア も東京23区 に凌駕 され み よ うに なった。ほぼ同様 の傾 向 は三和銀 行 に

一もみ られ,全 体 として東京 の重 要性 が著 し く増 して きた といえ る。

資金循環 とい う側 面で み る と,東 京が きわ めて 巨大 なブ ラ ック ・ホー

ル となって きてお り,全 国 はお ろか世界 か ら資金が流 入 して いる。また,

国内 にはそれ よ りかな り小規模 なが らもい くつかの小 ブラ ック ・ホール

が存在 す る。 これ を都市 別預 貸率 で表 して,そ の特徴 をみ よ う(表3を

参照)。 主要都 市 の うち,1985年 時点 で預貸 率が100を 超 えるの は東京 ・

大阪 ・札 幌 ・仙 台 ・名古 屋 ・大 阪 ・神戸 ・広島 ・福 岡で あ った。逆 に そ

れ以下 の都市 は横 浜 ・川 崎 ・京 都 ・尼崎 ・北 九州 で あ る。 この ことは,

東京 ・大 阪 ・広域 中心都 市 にお いて資金調達機 能 が強 いの に対 して,大

工業都 市 と郊 外型 大都 市 は この機 能 が相 対 的 に弱 い こ とが 明 らか にな

る。

さて,資 金 の最 大の需 要主体 は大企 業で あ る。 したが って,資 金 の運

用 ・調達 とい う役 割 も担 う本社 の立地 分析 は最 も重要 とな る。 すで に指

摘 した ように,本 社 の立地 パ ター ン と都 市 の発 展段 階 にか んす る 「平 準

化 モデル」 にそ くして考 えるな らば,わ が国 は現在 きわめ て集 中性が 高

く(表4を 参照),段 階的 には低位 の第1段 階 に とどまってい る。
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この集 中性 の特徴 をみ る と,大 企業 になれ ばな るほ ど,東 京へ の集 中

性 は高 くな る。資本 金が500億 円 を超 え る企業 で は,78社 中57社(73%)

が本社 を東京 区部 に置 き,そ の うちの44社 は都心3区 の立地 であ る。ち

なみ に,大 阪市 には9社 立地 す るが,こ の うちの6社 は 「東京本社 」29)

を もつ。 また,他 の3社 も 「本社」 とい う名称 をつけて いな くて も,本

社機 能 の うちの営 業部門 ・企 画部門 とい った戦 略部 門 を抱 えた 「支 店」

な い し 「支社」を東京 に配置 して いる。 同様 に,他 の都市本社 企業12社

中5社 が 「東京 本社」を もってい る。 この結 果,「 東京 本社」の みの計数

で も,そ の割合 は実 に87%に の ぼる。 資本金100億 ～500億 円未満 企業

で は,328社 中184社(56%)が 東京 区部 に本 社 を置 く。この うち,41%に

表3.主 要都市の預貸率分布 表4.上 場企業本社の都市別集中

東京23区

大 阪 市

横 浜 市

名古屋市

京 都 市

神 戸 市

札 幌 市

仙 台 市

広 島 市

福 岡 市

川 崎 市

尼 崎 市

北九州市

1984年

132.5%

1991年

1ユ1.8%

120.9

91.6

97.0

102.2

89.2

98.8

110.4

108.7

132.4

94.5

94.8

83.0

本社数

129.6

72.0

103.9

87.9

105.1

11◎.9

130.3

115.0

129.7

74.0

65.0

76.0

1977年 1991年

資料:全 国銀行協会連合会

『金融』

数

区

社

市

市

市

市

市

市

市

市

市

市

市

市

雲

阪

握

都

浜

戸

崎

崎

酬

岡

島

台

帳

東

第

大

名

京

横

禅

尼

川

北

福

広

仙

札

552(48,5)

157(13.8)

38

27

22

22

15

22

6

6

4

2

4

584(51.3)

85(58.8)}

153(13.4)

32

23

21

21

16

13

5

6

4

3

2

全 国 計1,138社 1,138社

注)第 二本社 には登記上本社 も含む。

製造業企業の計数。

資料:日 本経済新聞社 『会社年鑑』

1978年1992年 版
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あた る134社 が都 心3区 の立地 で ある。大阪市 は47社(14%)と 上位 階層

に比 べ て若 干比重 を上昇 させ る。 この うちの17社 が 「東京本社 」を置 い

てい る。 その他 の都市本社 企業 の 「東京本社 」数 は14社 であ り,東 京区

部 の本社数 は,実 質66%と な る。資本 金50～100億 円未満企 業 で は,285

社 中136社(48%)が 東 京 区部 に本社 を置 く。 この うち,32%に あた る90

社が都 心3区 とな る。大阪市 は15%に あた る44社 とな る。この うち9社

が 「東京本 社」 を もつ。 その他都 市本社 企業 で は12社 「東京 本社」 を も

つ ことか ら,こ の階層 で は東京 の比重 は55%と な る。

この ように,企 業規模 と東京 への本社集積 性 には きわめ て密接 な関係

が成 り立 って お り,こ の巨大 な企業組織 中枢 の東 京へ の集 中エ ネル ギー

が,今 日ダイ ナ ミックに展 開 す る空間再編成 の軸 をなす もので あ る とい

わね ばな らな い。 しか し,こ れ は不 変的 な現 象で は な く,一 つ の段 階,

それ も未成熟 段階 に生ず る空間現 象 として捉 えるべ きで あ ろ う。

5「 空 間の記述 モ デル」一 まとめにか えて

さて,以 上 さ まざ まな視点 に もとつ い て,「東京 問題 」を考 えて きたが,

ここで一 つの モデ ルを提 示 して総括 としたい(図1を 参 照)。 提示 され る

空間モ デルは,基 本的 に空 間の秩序形成 に主体的 役割 を果 た す 「企 業 の

空 間行動」 に注 目す る。特 に,企 業 内分 業 を軸 に して空 間的配置体 系 が

構築 され る。 しか も,企 業が きわ めて共通 した空 間認識 とそれ に もとつ

いた行動様 式 を採 る こ とか ら,こ の モデルが「一企業 の空間編成 の論 理」

を超 え,資 本 主義経 済空 間 の骨組 みを示 す ものであ る。以下,そ の内容

を説明す る。

企業 の成 長 は,若 干 の例 外 を除 いて,基 本的 にf局 地経 済(Loca1)」

か ら 「地 方経済(Region)」,「 国民経済(National)」,「 世界経 済(Inter-

national」 へ と進 む。 しか し,す べて の企業 が,こ の よ うな成 長経路 を と

るとは限 らな い。 局地経済 か ら世界 経済 の段 階 に進 む もの,逆 に局 地段
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階にとどまり,次 の段階に進 まない もの もあるであろう。 しかし,一 見

多様な展開を示すように思われ る企業の成長が,実 は非常に類似 した様

式の もとに展開 しているのである。この類似性が大 きくなればなるほど,

空間に重要な意味 を付与することにな り,空 間上に一定の秩序を浮かび

上がらせることになる。

モデルでは,企 業の成長過程で,企 業内分業の深化 と組織空間の拡大

が どのように進むかが示 される。第1の 段階では,本 社 と工場が未分化

の段階である。第2段 階になると,大 きく2つ の成長経路 に別れる。1グ

ループは,世 界経済 レヴェルまで成長するグループであ り,IIグ ループ

は.多 くが各段階で成長が止 まるグループである。1グループは本社 と工

場が分化 し,営 業部門が地方レヴェルで配置 される。IIグ ループは,本

社 と工場が未分化で,営 業部門が地方 レヴェルで若干配置される。 より

高次の段階への移行は限 られた企業 となる。第3段 階では,1グ ループ

は,国 内での工場の多核的配置,営 業部門の地方 ネッ トワー クの確立,

研究所の設立が進 められ る。IIグ ループは,前 段階に比べて広域的な展

開を示す ようになるが,前 者に比べて地域的に限 られた展開のなかで,

工場の複数配置,営 業部門の拡充が進 められる。第4段 階では,工 場の

国内 と国外への多核的配置,営 業部門の世界的ネッ トワークの確立,研

究所の本社 との分離・拡充が図 られ る。この段階へは,お もに1グ ループ

が進み,IIグ ループでは きわめて限 られた企業が進むのである。

このモデルでは,本 社の移転のヴェク トルは空間の中心に向かって集

中を示す。工場の立地展開は,各 成長段階に対応する形で中心か ら周辺

部への拡が りを示す。営業部門は拠点的配置 を軸 に空間的に面的な拡が

りを示す。研究所 は比較的本社 に近 い地点での立地を示す。

こうした行動が.多 くの企業の間に共通 した様式になった時 に,つ ま

り一企業 をベースにした空間モデルが,規 模 ・業種による多少のズレを

無視するならば,ほ ぼ重な り合 う形 を示す時 に,空 間に秩序が形成 され
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る。 あるいは一種 の 「管理 空間」30》が形 成 され る。 これ は,超 大企業 の出

現 と,こ れ を ささえるため に徹底 した空 間合理性 が追 求 された結果(常

に,可 変 的で あ るが)と しての空間の シス テム管理 の具体 的な現われで

あ る。 こ こには,人 間 的要素 が入 る余地 はな く,空 間が装置 として無機

的 に管理 されてい くことに対する不安 と,さ まざまな問題が生起 されて

き て い る。

注および参考文献

1)安 東誠一 は,「 グローバ ル化の中の都市経済 と自治体 一 「東京問題」 を中心

に一」において,「 東京問題」を 「地方 にとっての東京問題」,「東京(首 都圏)

に とっての東京問題」,「世界(特 にアジア)に とっての東京問題」という3つ

位相において捉 えることの重要性 を指摘する(『 都市問題』第80巻 第10号

1989年)。

2)こ の点 に関 しては,『経済地理学』第32巻 第4号1986年 において特集され,

そのなかで,産 業構造の変化が東京への経済集中 とどの ように連接 して展開

しているのか,ま た集中が空間的に実態 としてどの ような形で進んでいるの

か について論 じられてい る(松 原 宏 「産業構造の新展開 ・国際化 と東京の

変容」および北村嘉行 「首都東京 にみる大都市問題 と都市政策」)。また,こ

の 「東京問題」は,単 なる経済的な意味での都市 ・地域問題に とどまらず,

きわめて深刻 な社会問題 あるいは環境問題 としての側面 を強 く示す ようにな

ってきたことから,社 会科学 あるいは自然科学をも含めての総合的な問題把

握が求め られるようになってきた。

3)こ の研究 は,い わゆる 「中心地研究」の系譜 に属するもので,わ が国におい

ては森川 洋や林 上の一連 の研究,あ るいは経済的諸関係 を重視 した都市

関係視点にもとつ く阿部和俊や藤田直情の一連の研究によ り明 らか にされて

きている。

4)地 域経済論では竹内正巳(『地域経済の構造 と政策』法律文化社1966年),社

会学で はJ.ジ ェイコブス,中 村達也 ・谷口文子訳(『 都市の経済学 一発展 と

衰退 のダイナ ミクスー』TBSブ リタニカ1986年),地 方財政学では島 恭彦

(『現代地方財政論 一危機の地方財政 一』有斐閣1961年),都 市経済論では柴

田徳衛(『 現代大都市論』東京大学出版社,1975年)と 宮本憲一一(『都市経済

論』筑摩書房1980年)な どが代表的な成果 としてあげられる。

5)地 理学 において,上 記隣接分野 と従来地理学において試み られてきた理論的

試 みを発展的に継承 した もので,1980年 代のわが国における経済地理学的研

究 を主導 して きた矢田俊文 により提起 された(『産業配置 と地域構造』大明堂

1982年)。
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6)「 企業の地理学」 に関する研究 も増 えて きている。山崎 健 は,こ の分野の

各国における研究動向を整理する(「 オフィス立地研 究の動向 と課題」 『人文

地理』第36巻 第1号1984年),藤 田直情 は 「企業の地理学」の理論的 な展望

を提示する(「アメ リカ合衆国主要企業本社 の立地特性 とその現代的意義」『駿

台史学』第72号1988年)。 山本 茂 はシステムとしての空間を 「企業の地理

学」の枠組み をもって説明する(「国家システム」赤羽孝之・山本 茂編著r現

代社会の地理学』古今書院1989年 に所収)。

7)「 経済学辞典1有 斐閣

8)『 経済学辞典』岩波書店

9)1.ウ ォーラーステイン,藤 瀬浩司 ・麻沼賢彦 ・金井雄一訳 『資本主義世界経済

1』名古屋大学出版会1987年 。

10)安 東誠一前掲論文1)

11)中 村剛治郎 は,現 代資本主義が企業内世界分業を展開 して,国 内市場 より世

界 市場 に関心 をもつ多国籍企業(銀 行)に よ り統合されだ世界的生産 ・交換

システムに枠づけられた世界的都市 ヒエラルキーが形成 され,そ の頂点 にニ

ュー ヨー クを典型 とする世界指令都市が位置するとし,近 年,東 京がその性

格 を強めてきていることを指摘する。国際金融論においても同様 に,東 京が

他国資本市場 との連係の うえに存在す る世界資本市場の一つに成長 したこと

を確認 している(入 江節次郎 「資本輸出史から世界金融史へ 一世界 資本主義

史の方法 に寄せて」『同志社大学経済学論叢』第40巻 第4号1989年)。

12)島 恭彦前掲書4)

13)高 橋伸夫 「東京 における国際金融都市化の進展」『筑波大学人文地理学研究』

8,1989年,藤 田直晴 「金融の国際化 と地域問題」(経 済地理学会編 『経済地

理学の成果 と課題 第IV集 』大明堂1992年)。

14)塩 見 譲編著 『地域活性化 と地域経営』学陽書房1989年 。

15)森 滝健一郎 「日本 の地域構造の転換 と課題」『経済』342号1992年 。

16)経 済企画庁 国民生活局 国民生活調査課 『平成3年 版国民生活 白書 図でみる

生活白書 東京 と地方一ゆたか さへの多様 な選択』大蔵省印刷局1992年 。

17)阿 部和俊「わが国主要都市の経済的中枢管理機能に関する研究」『地理学評論』

第46巻 第2号1973年 。同 「民間大企業の本社,支 所か らみた経済的管理機

能の集積について」『地理学評論』第50巻 第6号1977年,藤 田直情 「戦後日

本にお ける階層的地域秩序の形成機構分析」『明治大学人文科学研究所紀要第

23冊1984年,同 「本邦主要企業本社の立地展開」『経 済地理学年報』第33巻

第1号1987年,山 本健児「西 ドイツ経済の空間的編成一株式会社本社立地の

特性」『経済志林』第52巻 第2号1984年,同 「西 ドイツ経済における支配・

従属・相互依存の空間的パターンー企業 による事業所展開 を手がか りにして」

『経済地理学年報』第33巻 第3号1987年,な どにおいて本社立地 とそれが空
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間 におよぼす影響 について明 らかにされている。 この他では,内 藤邦男 ・水

鳥川和夫 『国際金融都市・東京の未来』東洋経済新報社1987年 などにおいて

詳 し く論 じられている。

18)SempleR.H.andPhippsA.G.`TheSpatialEvolutionofCorporate

HeadquarterswithinanUrbanSystem'UrbanGeography3,1982。

19)大 西 隆 「オフィス立地の新展開」(1)～(12)『地域開発』(1990年8月 ～1991

年10月 の間 に連載)日 本地域開発セ ンター。

20)GottmannJ.`UrbanCentralityandtheInterweavingofQuarternary

Activity'E騰'ゴcs291970,空 間の編成機構 が問題 になればなるほ ど都市の

空間から人間的な要素が排除 されてい くように思われる。つまり,J.ゴ ッ ト

マンのいう「業務空間化」,と いう表現 にこの ことが集約 されている。 この点

については,富 田和暁 『経済立地の理論 と実際』大明堂1991年 に詳 しい。

21)こ こでいう世界的な企業 は,日 本の企業で世界的な展開 をしている ものと外

国の企業で世界的な展開の一環 として東京進 出しているものを指す。

22)藤 田直情 「資本空間の形成:そ の組織化 ・集約化過程」 『明治大学人文科学研

究所紀要 第24冊1986年 を参照。

23)竹 内正巳前掲書4)

24)島 恭彦前掲書4)

25)矢 田俊文前掲書5)

26)矢 田俊文 「課題 と方法」(北 村嘉行・矢田俊文編著 『日本工業の地域構造』大

明堂1977年 に所収)。

27)こ の点 は,安 東誠一前掲論文1)に おいて明 らかになる。日本立地 センターの

調査 をもとに,立 地計画 をもつ企業が進 出を希望する地域では,海 外の割合

が1985年 の3.8%か ら1986・87年 の13%台 に,逆 に東北地方が1985年 に

13.7%が1987年 にS.ラ%か ら2.7%に 落ち込み,大 都市圏のシェアの増大傾

向が明確 にな ること,ま た地方圏が海外 と大都市圏 とに挟撃 され,そ の比重

を低 めていることを指摘 する。 こうして,大 都市 と地方の関係は,1960年 代

は文字通 り大都市集中で,東 京のみでな く,大 阪や名古屋な ど主に3大 都市

圏が相1芯に受け皿 を負担 したが,1980年 代の大都市再集中の時代 には,東 京

圏が一手 に引 き受ける状況 を呈 し,ま さに 「東京一極集中」のゆえんとなっ

ている。 この ように,「 集 中」の意味が時代的 に異なることが示された。「70

年代 は工場の分散 も活発 にな り,集 中が緩和 された」 という指摘 もみられる

が,東 京の一極集中は生産機能の分散 を上回る速度での経済的中枢管理機能

の集中によるものであ り,安 東のい う 「分散」あるいは 「集中緩和」が どの

程度の意味 をもつのか,疑 問をもたざるをえない。

28)1980年 代 中頃 までの 「金融の地域的集中」に関 しては,千 葉立也 ・藤田直情・

矢 田俊文 ・山本健児編著 『所得 ・資金の地域構造』大明堂1988年 所収)に 詳
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29)

30)

し く分析 されているので参照。

最近,本 社の直接的移転のみでな く,「第二本社」 とか,「 東京本社」 という

形で第二本社制 を採用する企業が増 えてきている。 多 くの場合,名 目上の本

社 と実質的 な本社 をもつ ことになるが,第 二本社制 に移行 した時点が,本 社

機能の移転が生 じたと考えても良 さそうである。 しか も,第 二本社制 は東京

以外の都市の本社企業が 「東京本社」 を'置くケースがほ とん どであ り,こ れ

も東京への一極 集中の大 きな要素の一 つとなっている。

「管理空間」 という概念は,本 稿では じめて提起 したものである。その内容

は,企 業 による,企 業のための きわめて戦略的な空間であ り,そ の共同的管

理 システム と異 なった行動 をとる企業 は競争上 きわめて大 きな リスクを負う

ことにな り,そ れ を避 ける意味 からも,逆 にそれに乗 っかることに よりある

程度計算 された結果が得 られるような空間である。現代の都市 システムは,

まさにこのような一種の 「管理空間」 とい うべ きものである。 この点に関 し

ては,別 稿 において展開す.る予定である。

AViewpointofEconomicGeographyon"TokyoProblem"

FUJITANaoharu

"Tokyoproblem"isoneofthemostoutstandingspatialphenomena

resultingfromtheexcessiveconcentrationofcentralcontrolfunctionsof

Japanesecapitalism.Sincethefundamentalandessentialsocio-economic

Problemscastingtheirsharplydefinedreflectiononthispieceofspace,itis

naturalthatthisproblembecamethecynosureofthewerldaswellasthe

arenaofeconomicgeography.

Theapproacheswhicharebasedupontheantinomicvectorsinherentin

thecapitalisticdevelopmentcanbepointedout.Oneistheapproachtothe

spatialconcentrationoraccumulationofcapitalintoTokyowiththe

considerablescaleandvolume.Theotheroneistheexpansionofthecapital

actionspacedevelopingbeyondthenationalborder.Centeringthesemove-

ments,economicgeograph輌calresearcheshavebeencarriedout.The

researchesontheinternalstructureofspacebelongtotheformerwhile

thoseonthespatialsystemstothelatter.

Ineconomicgeographyanditsrelateddisciplines,severalexcellent

effortshavebeenmadeforincoporatingthetwoapproachesinone.
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`Regionalstructureofthenationaleconomy'assertedbyProfessorT
.Yada

isoneofthebestexamplesforthis`Geographyofenterprise'isalsoimpor.

tantformakingclearthemechanismoftheorganizationofspace.
Onthebasisofthelargebodyofliteratureandempiricalanalysis,a

spatialdynamicmodelwaspresentedinthispaper.Thismodelwasessen-

tiallybuiltupbyobservingthecorporatespatialbehaviorswhichtendto

makethequitesimilarspatialpreferences,Thesimplestpatterncameout.

TheheadquartersconcentrateonthecentralpartofTokyoattheexpense

ofotherlargecities.Themajorbranchofficesconcentrateonsuchregional
capitalcitiesasSapporo,Sendai,HiroshimaandFukuokainJapanand

worldcitiesinforeigncountries.Thebranchofficeswithalowerfunction

concentrateontheprefecturalcapitalcities.TheR&Dcentersconcentrate

onthefringeoftheTokyometropolitanregion.Theplantslocatedwithin

thecitytendtobecloSed.Andthenewplantsarearrangedspreadingover
thefringeofTokyometropolitanregion,theperipheralregionsofnation

andfurthertotheforeigncountries.

Asaresultofthis,askeletonofspacehasnewlyemergedandhasbrought

about``anadministeredspace".
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